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議事録

（１０時００分 委員会開始）

【議題１】

相談対応等の結果報告について

１．事務局より、前回委員会後にあった、１件の申立てについて説明。

（１）第一回目の申立て

石狩管内に居住する方が、町内会（自治会）加入の際に、障がいを理由として、

町内会の役員を担うことができないことについて、町内会役員より了承を得た上で

入会した。

相談者によれば、その後に役員就任を打診される等したことで、心理的苦痛を受

けたとして、居住する地域の役所（役場）に訴えたものの実効性のある措置が講じ

られなかったとして、当委員会に役所（役場）を指導するよう求めてきたもの。

（２）委員会事務局の対応

事務局は申立て内容を、今田地域づくり推進員と共有した上で、事実確認等を行

うべく申立人の希望に添った形で日程調整を文書で申し入れた。

（連絡を文書としたのは、申立人の希望で連絡はメール及び文書を希望したため。）

（３）第二回目の申立て

これに対して申立人は障がいを理由として、面接しての事実確認には応じられな

いことと、回答は文章で行うことを指定した上で、どのような改善指導を行ったか

を記すよう連絡があった。

なお、この二回目の文書による申立には、札幌法務への人権救済申立てを行った

ことが記されていた。

（４）事務局からの追加説明

事務局としては、申立て人の訴えに寄り添った対応をすべく心がけているが、客

観的事実として訴えの内容を確認したいとしたこと。

そして、その町内会（自治会）に対し、役所（役場）及び道並びに委員会が指導

権限ないことを説明した。

２．委員からの発言

・梶委員

指導権限がなくとも、関係者から話を聞き取ることができたのではないか。

また、今後の委員会においては、検討の際には説明内容を記した資料等を用意す

るよう要望があった。

・中村委員

今回の町内会は、差別解消法に定められている事業主に該当しないのか質問あり。
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３．事務局から

今後は、関係者からの事情聴取・確認等により努力していくことと、ともに、口

頭の説明のみならず資料を用意して委員に事案をわかりやすく示していくと回答。

また、今回の町内会は、継続して事業を実施するなどしている事業主とはことな

ると捉えていると説明。

事務局の求めに応じ、弁護士でもある野田委員より、事業主には当たらないと考

えられると発言があった。

４．本件の対応について

事務局より、地域づくり委員会「運営要綱のⅡ 第4-1-(4)」及び北海道障がい

者条例「施行規則第12条4」に該当する、【法務局の人権相談所など、他の相談機

関において協議が行われている場合】に該当するため、当委員会での協議を行うこ

とが適当ではない事案とされていること。

あわせて、道及び当委員会該当する町内会及び市町村に指導する権限がないこと

を申立人に文書で回答することを報告。

《 委員了承 》

【議題２】

その他

（１）今田地域づくり推進員から

・ 昨年１０月に実施された道民フォーラムin札幌で、当委員会について紹介をさ

せていただいた。

先の委員会で中村委員からの発言があったが、事務局を含め、今後もさまざま

な機会を通じて、委員会の周知に努めていきたい。

また、そのフォーラムの事前アンケートがあったが、例えばアンケートの中に

は、性別を女性か男性かを問うものがあるが、「答えたくない。」などの回答の選

択肢が示されているアンケートもある。

性別に限らず、多様な生き方がある社会であるという考え方が広まってほしい

と願っている。

（２）他の委員から

・ 種田委員から

相談対応については、進行中の相談対応の情報も知らせてほしい。

《事務局より、今後相談事案の発生時に、今田地域づくり推進員と連携するなどし

て対応していきたいと回答》

・ 野田委員から
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そのような場合を含めて、委員会の開催にはリモート開催も選択肢の一つとして

検討してはどうか。

《事務局より、検討していきたいと回答》

・ 今田推進員

他に委員の皆様からの何かありますか。

《 委員からの意見等なし 》

事務局から何かありますでしょうか。

《 事務局からはなし 》

・ 今田推進員

それでは、これをもちまして本日の委員会を終了いたします。

当委員会への申立があり、臨時で委員会を開催する場合を除き、次回委員会は来

年度のの開催を予定しております。

長時間の協議、ありがとうございました。

（ １１時４０分 終了 ）

※ 「附属機関等の設置又は開催及び運営に関する基準」（平成10年3月30日制定、一部改正（最終）

令和7年3月28日）第３項の（８）の規定により当委員会の内容公表は開催後3週間以内と規定され

ているが、委員等の発言内容確認のため、公表を令和８年４月20日とすることとした。）


